様式第１号（第７条関係）（幼保連携型認定こども園）

埼玉県幼保連携型認定こども園設置認可等申請書（届出書）

　　　　年　　月　　日
（あて先）
　　　　　埼玉県知事


　　　　　　　　　　　　　　　　設置者　住所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名　　（名称及び代表者氏名）　

　就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律第17条第１項の規定により、認可を受けたいので、次のとおり関係書類を添えて申請します。（又は「第16条の規定により、次のとおり関係書類を添えて届出します。」）

記
１　目的

２　名称 (ふりがな)

３　所在地

４　園地、園舎その他設備の規模及び構造並びにその図面
　　　別紙のとおり

５　幼保連携型認定こども園設置の運営に関する規程（園則）
　　　別紙のとおり

６　経費の見積り及び維持方法
　　　別紙のとおり
　　
７　開設の時期

８　利用定員
	
	０歳児
	1～2歳児
	3～5歳児
	計

	１号定員
	
	
	
	

	２号定員
	
	
	
	

	３号定員
	
	
	
	

	計
	
	
	
	


　　
（添付書類）
　埼玉県幼保連携型認定こども園の設備及び運営に関する基準等を定める条例の施行に関する要綱別表第１に掲げる書類

様式第１号の２（第７条関係）（幼保連携型認定こども園以外）

埼玉県認定こども園認定申請書

　　　　年　　月　　日
（あて先）
　　　　　埼玉県知事

　　　　　　　　　　　　　　　　設置者　住所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名　　（名称及び代表者氏名）　　

　就学前の子どもに関する教育、保育の総合的な提供の推進に関する法律第４条第１項の規定により、次のとおり関係書類を添えて申請します。

記
１　認定こども園の名称

２  認定こども園を構成する施設の名称、所在地及び種別
	名　称
	
	施
設
種
別
	幼稚園・保育所

	所在地
	
	
	

	名　称
	
	
	認可外保育施設

	所在地
	
	
	



３　利用定員
	保育を必要と
する子ども
	満３歳未満児
	　　　　　　人
	小
計
	
       人
	合
計
	



       人

	
	満３歳以上児
	　　　　　　人
	
	
	
	

	保育を必要と
する子ども
以外の子ども
	満３歳未満児
	
	小
計
	
       人
	
	

	
	満３歳以上児
	　　　　　　人
	
	
	
	



４　事業開始予定年月日

５　認定こども園の長となる者の氏名

６　教育又は保育の目標及び主な内容

７　実施する子育て支援事業
　　　別紙のとおり

（添付書類）
　埼玉県幼保連携型認定こども園の設備及び運営に関する基準等を定める条例の施行に関する要綱別表第１に掲げる書類


様式第２号（第８条関係）（共通）

埼玉県幼保連携型認定こども園認可事項等変更届

　　　　年　　月　　日
（あて先）
　　　　　埼玉県知事

　　　　　　　　　　　　　　　　設置者　住所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名　　（名称及び代表者氏名）　　


　就学前の子どもに関する教育、保育の総合的な提供の推進に関する法律第29条第１項又は就学前の子どもに関する教育、保育の総合的な提供の推進に関する法律施行規則第15条第２項の規定により、次のとおり関係書類を添えて届出ます。

記

１　幼保連携型認定こども園（又は認定こども園）の名称


２　変更事項
	変更しようとする事項
	変　更　前
	変　更　後

	
	
	



３　変更理由


４　変更予定年月日
　　　　　　　年　　月　　日




（添付書類）
　埼玉県幼保連携型認定こども園の設備及び運営に関する基準等を定める条例の施行に関する要綱別表第２に掲げる書類

様式第３号（第９条関係）（幼保連携型認定こども園）

埼玉県幼保連携型認定こども園等運営状況報告書

　　　　年　　月　　日
（あて先）
　　　　　埼玉県知事

　　　　　　　　　　　　　　　　設置者　住所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名　　（名称及び代表者氏名）　


　就学前の子どもに関する教育、保育の総合的な提供の推進に関する法律第30条第１項の規定により、幼保連携型認定こども園の運営状況について、次のとおり関係書類を添えて報告します。

記

１　幼保連携型認定こども園の名称、所在地
	名　称
	

	所在地
	



２　報告の日の前日における子どもの数
	
	０歳児
	1～2歳児
	3～5歳児
	計

	１号定員
	
	
	
	

	２号定員
	
	
	
	

	３号定員
	
	
	
	

	計
	
	
	
	




（添付書類）
　埼玉県幼保連携型認定こども園の設備及び運営に関する基準等を定める条例の施行に関する要綱別表第１に掲げる書類

様式第３号の２（第９条関係）（幼保連携型認定こども園以外）

埼玉県幼保連携型認定こども園等運営状況報告書

　　　　年　　月　　日
（あて先）
　　　　　埼玉県知事

　　　　　　　　　　　　　　　　　設置者　住所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名　　（名称及び代表者氏名）　
　
　就学前の子どもに関する教育、保育の総合的な提供の推進に関する法律第30条第１項の規定により、認定こども園の運営状況について、次のとおり関係書類を添えて報告します。

記

１　認定こども園の名称

２  認定こども園を構成する施設の名称、所在地及び種別
	名　称
	
	施
設
種
別
	幼稚園・保育所

	所在地
	
	
	

	名　称
	
	
	認可外保育施設

	所在地
	
	
	



３　報告の日の前日における子どもの数
	保育を必要と
する子ども
	満３歳未満児
	　　　　　　人
	小
計
	
       人
	合
計
	



       人

	
	満３歳以上児
	　　　　　　人
	
	
	
	

	保育を必要と
する子ども
以外の子ども
	満３歳未満児
	
	小
計
	
       人
	
	

	
	満３歳以上児
	　　　　　　人
	
	
	
	




（添付書類）
　埼玉県幼保連携型認定こども園の設備及び運営に関する基準等を定める条例の施行に関する要綱別表第１に掲げる書類


様式第４号（第10条関係）（幼保連携型認定こども園）

埼玉県幼保連携型認定こども園廃止（休止）認可等申請書（届出書）


　　　　年　　月　　日
（あて先）
　　　　　埼玉県知事

　　　　　　　　　　　　　　　　設置者　住所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名　　（名称及び代表者氏名）　


	区　　　　分
	□　廃止認可申請　　　　　□　廃止届出
□　休止認可申請　　　　　□　休止届出

	 幼保連携型
認定こども園の
名称及び所在地
	名　称
	

	
	所在地
	

	廃止予定期日又は休止予定期間
	

	廃止又は休止
の理由
	

	現に入園している者に対する対応
	

	財産処分の時期、方法等
	


　　　（注）１　□については、該当するものに「レ」を記入すること。
　　　　　　２　休止の認可申請又は届出の場合にあっては、「財産処分の時期、方法等」欄は
　　　　　　　記入しないこと。


様式第５号（第11条関係）（幼保連携型認定こども園）

埼玉県幼保連携型認定こども園設置者変更認可等申請書（届出書）

　　　　年　　月　　日
（あて先）
　　　　　埼玉県知事
　
　　　　　　　　　　　　　　　（変更前）
　　　　　　　　　　　　　　　　設置者　住所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名　　（名称及び代表者氏名）　　 

　　　　　　　　　　　　　　　（変更後）　　
　　　　　　　　　　　　　　　　設置者　住所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名　　（名称及び代表者氏名）　　

　就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律第17条第１項の規定により、次のとおり関係書類を添えて申請します。（又は「第16条の規定により、次のとおり関係書類を添えて届出します。」）

記
１　目的

２　名称 (ふりがな)

３　所在地

４　園地、園舎その他設備の規模及び構造並びにその図面
　　　別紙のとおり

５　幼保連携型認定こども園設置の運営に関する規程（園則）
　　　別紙のとおり

６　経費の見積り及び維持方法
　　　別紙のとおり
　　
７　設置者変更の時期及び理由

８　利用定員
	
	０歳児
	1～2歳児
	3～5歳児
	計

	１号定員
	
	
	
	

	２号定員
	
	
	
	

	３号定員
	
	
	
	

	計
	
	
	
	


　　
（添付書類）
　埼玉県幼保連携型認定こども園の設備及び運営に関する基準等を定める条例の施行に関する要綱別表第１に掲げる書類

様式第６号（第14条関係）（幼保連携型認定こども園）

埼玉県幼保連携型認定こども園園長設置届出書

　　　　年　　月　　日
（あて先）
　　　　　埼玉県知事

　　　　　　　　　　　　　　　　設置者　住所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名　　（名称及び代表者氏名）　　


　就学前の子どもに関する教育、保育の総合的な提供の推進に関する法律第26条及び就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律施行令第４条の規定により読み替えて準用する学校教育法第10条の規定に基づく園長の設置について、関係書類を添えて届出します。

記

１　施設の名称

２　施設の所在地

３　園長の氏名

４　園長設置年月日



（添付書類）
（１）園長の履歴書
（２）学校教育法第９条各号に該当しない者であることを証する書類
（３）園長選任理由書（別紙様式９号）
（４）資格証の写し
（５）理事会及び評議員会議事録の写し

様式第７号（第15条関係）（幼保連携型認定こども園以外）

埼玉県認定こども園辞退（休止）届出書

　　　　年　　月　　日
（宛先）
　　埼玉県知事
　　　　　　　　　　　　　　　　設置者　住所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名（法人にあっては名称及び代表者氏名）　

　○年○月○日付け指令○第○号により認定を受けた施設について、下記のとおり辞退（休止）しますので、届け出ます。

　１　辞退（休止）する施設
　　　
	認定こども園の名称
	

	認定こども園を
構成する施設の
名称・所在地
	名称
	

	
	所在地
	

	
	名称
	

	
	所在地
	



　２　辞退（休止）の理由



　３　入所している子どもの処遇



　４　辞退の予定年月日（休止の予定期間）





様式第７号の２（第15条関係）（幼保連携型認定こども園以外）

認定こども園の辞退（休止）に係る市町村意見書

年　　月　　日
（宛先）
　　埼玉県知事
[bookmark: _GoBack]								市町村長　　　　　　　

	施設名称
	

	所在地
	

	市町村意見
（１）認定辞退（休止）に対する市町村の意見及び協議の概要
※　「○○園の辞退（休止）はやむを得ないと判断した」等、市町村としての意見を明記すること。
※　協議の概要については、協議の日時や回数、議題を記載すること。（例：○年○月○日　第○回協議　○○について）

（２）市町村における教育・保育需要及び定員設定への影響
※　認定辞退（休止）に係る影響がどの程度であり、市町村としてそれをどうカバーしていく予定であるのか等を記載すること。

（３）入所している子どもの処遇及び保護者への説明について
※　入所している子どもの処遇や保護者への説明について、市町村として支障が生じていないことを確認したことを記載すること。支障が生じている場合は、辞退（休止）予定日までに、どのように解消する予定であるかを具体的に記載すること。

（４）その他
※　認定を辞退する場合、認定こども園又はこれと紛らわしい名称を使用できなくなること、これに反した場合は罰則の適用があることを説明し、名称の速やかな変更を指導した旨を記載すること。
※　また、子育て支援事業等、園として行っている事業がある場合は、それについても調整済みであること等を記載すること。




